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１．はじめに（研究の背景・目的）

政策的背景
○ 2020/10/26：菅首相所信表明演説で2050年実質排出量ゼロを宣言
○ 温対法改正、グリーン成長戦略、COP26（1.5目標）、COP27、COP28...

研究の背景
○ 統合評価モデル等によるシナリオ分析(例えばSugiyama et al.,2019)とトラ

ンジション研究（木村・杉山, 2020）が有用
○ 両者の接合は大きな課題（日本では研究不足、欧米でも課題大）
○ 例：シナリオ分析で示される理想化された炭素価格を具体的にどのような

イノベーション政策やライフスタイル変容政策に落とし込むかは自明では
ない

研究の目的
○ 複数モデルのシナリオ分析とトランジション研究を組み合わせ不確実性を

踏まえた国内の環境政策および気候政策の議論に資する政策的知見を導出
○ 頑健な対策を達成するための具体的な政策パッケージを提案
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２．研究開発目的

複数の統合評価モデル・エネルギー経済モデルのシナリオ分析
エネルギー技術イノベーションDB→シナリオ分析に活用
シナリオDB（AIM/Hub, AIM/Technology, IEEJ-NE-Japan, DESOM, TIMES-Japan）
→経済性・技術的実現可能性や持続可能性の多面的評価
→不確実性下の日本の頑健な脱炭素トランジションの道筋を検討

トランジション研究に基づくシステムイノベーション政策分析
実質ゼロ排出(菅首相所信表明演説)のための革新的イノベーション（グリーン成長戦
略）やライフスタイル変容を引き起こす、具体的な政策パッケージ

アウトプット 報告書→日本の環境政策への貢献
査読付き学術論文→IPCC などの国際的な科学的アセスメントやエネルギー政策
の科学的レビューメカニズム等への貢献、アジアの気候政策の強化への含意

体制（サブテーマ構成）

1 杉山昌広 （東京大学未来ビジョン研究センター） 統括・モデル比較

2 木村宰    （電力中央研究所社会経済研究所） トランジション理論

3 大城賢    （京都大学大学院工学研究科） SDGs評価

4 松尾雄司 （日本エネルギー経済研究所） Innovation Database 

5 小宮山涼一 （東京大学大学院工学系研究科） セクターカップリング
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3. 研究目標及び研究計画

目標

⚫ 複数の統合評価モデル・エネルギー経済モデルでシナリオ・データベース構築
（サブテーマ１，３～５）と個別の詳細モデル分析
→日本の頑健な脱炭素トランジションの道筋

⚫ エネルギー技術イノベーションのデータベースを構築（サブテーマ４）
→シナリオ分析に活用

⚫ シナリオDBを踏まえ日本の具体的な技術イノベーションやライフスタイル変容
についての政策ミックスを明らかに（サブテーマ１，２）

⚫ 日本の環境政策に貢献し、IPCCなどの国際的な科学的アセスメント等に貢献

計画
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2021年度 サブテーマ１：シナリオ初期設計
サブテーマ２：政策ミックス枠組み構築
サブテーマ３～５：モデル・データ提出＆個別分析

2022年度 サブテーマ１：モデル相互比較中間分析＆シナリオ更新
サブテーマ２：トランジション研究の日本への応用試論
サブテーマ３～５：モデル更新＆データ提出、個別分析更新

2023年度 全体：モデル相互比較最終分析＆政策ミックス分析



4. 研究開発内容
（サブテーマ1）

⚫ サブテーマ２，４のイン
プットを受けてシナリオ
設計
○ 再エネコスト、CDR、

水素・アンモニアの
コスト

○ 政策目標

⚫ 5つの統合評価モデル・エ
ネルギーシステムモデル
でシナリオのモデル相互
比較を実施

⚫ 政策ミックス分析で日本
の政策を他国に対してベ
ンチマーク
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モデル 解法 時間の扱い AFOLU以
外のCDR

AIM/Hub-Japan 一般均衡 逐次解 BECCS

AIM/Technolog
y-Japan

部分均衡 逐次最適 BECCS, 
DACCS

DESOM 部分均衡 通時最適 BECCS, 
DACCS

IEEJ-NE_Japan 部分均衡 通時最適 BECCS, 
DACCS

TIMES-Japan 部分均衡 通時最適 BECCS, 
DACCS 

（図はサブテーマ２作成）



5. 結果及び考察
（サブテーマ1）

モデル相互比較で頑健な対策を同定、
省エネ、電源脱炭素、電化、クリーンエネルギー
導入に加えCDRが新たな頑健な対策として浮上
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AIM/Hub-Japan 2.4 AIM/Technology-Japan 2.1 DESOM-V1-Japan IEEJ-NE_Japan v2023 TIMES-Japan 3.3
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5. 結果及び考察
（サブテーマ1）

CDRの政策ミックスについて日本をベンチマーク
→市場形成が重要

77

政策の種類 米国 EU 日本

成
長
期

①市場形成（補助金、政
府調達等）

・税控除（最大180ドル
／トン）
・Regional DAC Hubs
（100万トン/年✕2か所
の建設補助）
・CDR Purchase Pilot 
Prize （CDRのクレジッ
ト購入）等

・補助（EU 
Innovation 
Fund）（現状で
は少数）

・補助（バ
イオ炭の
み）

②価格付け（炭素税等） ・Low Carbon Fuel 
Standard（CA州等）

・Carbon 
Removal 
Certification・
EU ETS（準備
中）

・Jクレジッ
ト制度（バ
イオ炭の
み）

③市場バリアの除去（情
報提供等）

・Carbon Matchmaker
等

④既存技術を優遇する補
助金や規制等の改革
⑤既存権益アクターの変
容・退出促進



4. 研究開発内容（サブテーマ2）

⚫ トランジション研究の理論的フレーム（特に社会技術システム分析アプ
ローチ）について包括的なレビューを行い、サブテーマ1と連携して政
策ミックスに関する含意を抽出。
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Nelson & Winter (1977)

Nelson & Winter (1982)
経済変化の進化論的理解
（進化経済学）

Kemp (1998)
戦略的ニッチ管理論

(SNM)

Rip & Kemp (1998)

Multi-level Perspective (MLP)
の大まかなフレーム提示

Geels (2002)
MLPの詳細な理論フレーム提示

Geels & Turnheim (2022)
MLPの理論フレームの精緻化

Huges (1983)

Latour (1987), Callon (1986)
技術システムの概念
アクターネットワーク理論
(技術社会学、技術の社会構成主義)

Freeman (1987/1989)

Lundvall (1992)

Nelson ed. (1993)
国家イノベーションシステム (NIS)

Carlsson (1991)
技術イノベーションシステム

(TIS)

Bergek et al. (2008)

Hekkert et al. (2007)
TISの機能
TIS機能支援のための政策

Schumpeter (1934, 1937)
経済変化におけるイノベーションの中心的役割

Simon (1947)
限定合理性

Powell & DiMaggio 

(1991)

Scott (1995)
社会学的新制度論

持続可能性トランジションに関する
社会技術システム分析アプローチの展開

⚫ トランジション理論と定量的
シナリオ分析との接合可能性
について、両分野から第一線
の研究者が参加して実施され
たEU Framework Programme
のプロジェクト “PATHWAYS”
の経験を基に検討。

⚫ トランジション理論を日本の
食行動変容の分析に適用。
日本での食行動変容の必要性
を整理した上で、長期的な食
変化等を分析。
日本での食トランジションの
促進に必要な政策措置を整理。

MLP：マルチレベル・パースペクティブ



5. 結果及び考察（サブテーマ2）

⚫ トランジション研究の文献レビューにより、移行フェーズに応じた政策
ミックスのフレームを整理。サブテーマ1の政策ミックス分析に活用。

⚫ PATHWAYSプロジェクトの経験から、定量的シナリオ分析と社会技術
システム分析の一体的な統合は困難。本研究ではより平易な接合を志向、
政策示唆の導出での共同作業を実施。

⚫ 日本の食起因GHG排出総量を定量化、食行動変容の必要性を確認。
長期的な食変化やそのドライバの分析等に基づき、食トランジションを
促す対策を整理、日本の特性を踏まえた検討の必要性を指摘。

9

(1) 多様なニッチ生成
を促す措置
• R&D支援
• 技術見通し、ビジョ
ン提示 等

(3) 既存の社会技術レジーム
の解体・再構成を促す措置
• 規制緩和
• 既得権益の解体 等

(2) ニッチ市場の成長
を促す措置
• 補助金、炭素価格 等

(4) 社会技術レジームの再構
成に伴う負の影響の緩和措置
• 公正な移行対策 等

(5)社会技術レジームに影響を与える背景要因 (ランド
スケープ)を導く長期的な対策
• 国際的な合意形成

トランジションを促す政策ミックス

技術 • 代替肉の品質向上、価格低下

市場 • 小売段階の取扱増
• 海外代替肉業者の参入と競争促進
• 代替肉を用いた調理方法等の普及
• サプライチェーン排出量の削減強化

消費者
選好

• 食の環境負荷への意識向上
• 健康意識の向上

政策 • 食の環境負荷の見える化
• 学校給食等での率先導入
• 日本での持続可能で健康的な食のあ
り方・方向性の検討

• 食事ガイドラインの改正

日本と欧州の長期的な食変化

水産物

豚肉

牛肉

鶏肉

欧州(EU27)日本

食トランジションを促す対策

木村他 (2024) エネルギーシステム・経済・環境カンファレンス; 坂本・木村 (2024) エネルギー・資源学会論文誌 45



4. 研究開発内容（サブテーマ3）

⚫ 所得階層別の所得・支出モデル（AIM/PHI）について、日本を対象とし
た評価が可能となるよう改良を実施。日本の所得階層別消費支出データ
を用いた（下図右）ことで推計精度を改善。

⚫ AIM/PHIの入力として、従来用いていた経済モデル（AIM/Hub）に加
えて、ボトムアップ型のエネルギーシステムモデルからの入力にも対応。

⚫ 改良後のモデルを用いて、2030年、2050年の削減目標水準に対応した
炭素税を課した緩和シナリオについて分析を実施。

10
グローバルパラメータによる支出推定（左）とナショナルパラメータによる推定（右）

佐々木ら (2021) 土木学会論文集G（環境）



5. 結果及び考察（サブテーマ3）

⚫ 所得が低い層（Decile1）ほど、炭素税による支出の減少率が大きい。

⚫ 入力として用いる統合評価モデルの種類によって結果には幅が大きいものの、炭素
税による逆進性は2030年、2050年いずれにおいても見られた。

⚫ 逆進性を改善する方策として、炭素税収の還元が挙げられる。ただしネットゼロ排
出では税収が十分に確保できない可能性があるため、脱炭素技術導入への補助等、
多様な政策を組み合わせることが有効と考えられる

11
（左）所得階層別の消費水準変化の推計結果（右）消費項目別の価格上昇率（Baseline比）

佐々木ら (2021) 土木学会論文集G（環境）



4. 研究開発内容（サブテーマ4）

エネルギー技術イノベーションに関する情報収集・整理

⚫ 脱炭素トランジションに資するエネルギー関連技術（需要側、供給側、エネル
ギーシステム全体に関するもの）について、コスト（現状及び将来見通し）、効
率、ポテンシャルなどを網羅的に収集、整理。

⚫ 学術論文の他、国際機関・業界団体（例：IEA、IRENA、World Steel Association, 
World Nuclear Association）や各国政府の公開資料等を対象とした。

⚫ 収集したデータは他のサブテーマや研究協力者のモデル研究チームに提供すると
ともに、サブテーマ１のシナリオ設計にも利用した。
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IEEJ-NE_Japanモデルを用いた分析

⚫ 上記のイノベーションデータを参考に、エネルギー技術イノベーションに関する
分析を実施、評価した。

⚫ サブテーマ1が取りまとめるモデル相互比較にモデル分析結果を提供した。

エネルギー供給側に
関する技術

エネルギー需要側に
関する技術

エネルギーシステム全体に
関する技術

対象技術
太陽光発電、風力発電、原
子力発電、水素・アンモニ
ア、蓄電池

電気自動車、ヒートポンプ、
鉄鋼、セメント、紙・パル
プ

直接大気回収（DAC）、二酸化
炭素回収・貯留（CCS）、カー
ボンリサイクル



5. 結果及び考察（サブテーマ4）

エネルギー技術イノベーションに関する情報収集・整理
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エネルギー技術イノベーションの効果に関する分析

⚫ 水素、太陽光、洋上風力、電気自動車
などでコスト低減が進むことにより、
限界削減費用や総システム費用を大き
く低下させることができる。

⚫ DACやCCS、蓄電池等は必須な技術で
あるが、そのコスト低減がエネルギー
システム全体に与える影響は必ずしも
大きくない。
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4. 研究開発内容（サブテーマ5）
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◼ 主力化していく再生可能エネルギーについて、供給側だけでなく他の部門との
カップリングの相乗効果について、技術情報の収集を行い、時間高解像度エネル
ギー・システム・モデルに組み込んだ。脱炭素に対するセクター・カップリング
の貢献度について分析を行った。

◼ エネルギー需給モデル、電力需給モデルにより、カップリングの相乗効果に関し
て分析を行った。

[GW]

北海道-東京ルート①
[高圧直流送電(HVDC)] 北海道-東京ルート②

[高圧直流送電(HVDC)]

九州-四国ルート

＊全量メリットオーダー・間接オークション取引を想定

電力需給モデル(発電・需要ノードの分布)
エネルギー需給モデル(水素・CCUSのシステムフロー)



5. 結果及び考察（サブテーマ5）
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◼ エネルギー需給モデル：再エネの導入拡大⇒電力・電力由来の脱炭素エネルギー
の利用が進展(電力、水素、合成燃料[合成メタン、合成液体燃料、合成原材料])

◼ 電力需給モデル：ディマンドレスポンスの導入拡大(電力需要の柔軟性の向上)→風
力発電や太陽光発電の接続量拡大、調整力確保の投資(水素発電、蓄電池)の低減な
どへ貢献

電力需給モデル：電源構成(発電量)の変化
(基準値:No DR)

エネルギー需給モデル：最終エネルギー消費
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Nuclear(large)

Biomass

Geothermal

Hydro

水素発電

陸上風力

洋上風力

太陽光

※DR変動幅±5%～±40％にて分析



6. 目標の達成状況 → 自己評価「２．目標を上回る成果をあげた」
(ST: サブテーマ、G:業績番号）
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目標 達成状況 代表的な業績

複数のモデルでシナリオDB構築（ST
１,３-５）→日本の頑健な脱炭素トラ
ンジションの道筋

頑健な政策の同定（省エネ、電
源脱炭素、電化、化石燃料減少、
CDR）

G5

エネルギー技術イノベーションDB構築
（ST4）→シナリオ分析に活用

供給側・需要側など様々な技術
のイノベーションDB構築

報告書

シナリオDBを踏まえ日本の具体的な技
術イノベーションやライフスタイル変
容についての政策ミックスを明らかに
（ST1,2）

CDRの市場創造政策の必要性
炭素の価格付けと税収還元
再エネ拡大と需要応答促進

G56

日本の環境政策に貢献し、IPCCなどの
国際的な科学的アセスメント等に貢献

IPCC準拠のIIASAシナリオDB
State of CDRへ貢献

State of CDR 
IPCC（予定）

追加的な内容 ライフスタイル変容を含む需要
側のレビュー・論考
日本の脱炭素の実現可能性に関
する100人以上の専門家へのア
ンケート調査

G4

G2



6. 環境政策等への貢献、学術的意義

＜得られた研究成果の学術的意義＞

⚫ 日本におけるCDRの重要性とその量の分析は、単独モデルで行われていた
が、複数モデル分析枠組みで行いモデルによる違いの不確実性に対して頑
健な知見として示したのは、本研究が初めて

⚫ 本課題全体の革新性は、持続可能性トランジション研究と統合評価モデル
やエネルギーシステムモデルによるシナリオ分析の接合を、技術イノベー
ションの分析において新たな展開をしたところにある

⚫ なお、モデル相互比較のシナリオ分析を政策ミックスにつぐなげる枠組み
は、今後のさらなる脱炭素政策の分析や、そのほかの循環経済や自然復興
といった環境領域への展開の可能性あり

＜行政等に貢献することが見込まれる成果＞

⚫ 本研究課題のシナリオ・データベースはIPCCの今後の報告書に活用できる
よう、IIASAシナリオ・データベースに格納されており、IPCCの分析に利
用され、ひいては日本の環境行政に貢献することが見込まれる

⚫ 今年発表予定の国際科学アセスメントのState of Carbon Dioxide Removal 
(CDR)の報告書に研究代表は貢献しており、本研究結果も反映予定
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5. 結果及び考察
（サブテーマ1）

モデル相互比較で頑健な対策を同定
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図：頑健（ロバスト）な対策を示す指標．左上：GDPのエネルギー原単位、右上：電力部門の
CO2原単位、左下：最終エネルギー消費に占める電力の割合（電化率）、右下：一次エネル
ギーに占める化石燃料の比率．
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